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１．福島県の現状

○総面積１３，７８２ｋ㎡

○人口１９０万人＜平成２８年４月１日現在＞

○県内５９市町村（１３市、３１町、１５村）

上段：人口
下段：当行店舗数

488千人
２９店舗

538千人
２９店舗

110千人

８店舗

348千人
１３店舗

143千人
７店舗
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27千人

４店舗

県北地区

相双地区

いわき地区

南会津地区

県中地区

県南地区

会津地区

平成２８年６月１２日
葛尾村

避難指示解除予定

平成２８年３月１７日
富岡町

特例宿泊実施

平成２７年９月５日
楢葉町

避難指示解除

平成２８年４月２１日

楢葉支店再開

０．１０．１１．２１．５会津若松市

０．９０．８２．９２．９県平均

１．２０．７３．４２．７福島市

２．７３．０３．２３．８郡山市

２．８３．３６．７７．３いわき市

２７年度２６年度２７年度２６年度

商業地住宅地
用途別

≪前年比上昇率≫

公示地価 ⇒県内住宅地：上昇率が２年連続全国最大

原子力災害に伴う避難指示区域等

常磐自動車道
・Ｈ３０年供用予定

ならはＩＣ（仮）・大熊ＩＣ（仮）

・Ｈ３１年供用予定

双葉ＩＣ（仮）

ＪＲ常磐線
・小高－原ノ町【再開見込（Ｈ28.春）】

・相馬－浜吉田【再開見込（Ｈ28.12）】

・浪江－小高【再開見込（Ｈ29.春）】

・竜田-富岡【再開見込（Ｈ29内）】

・富岡-浪江【再開見込(Ｈ31末）】

○県北地区・・・行政機能が集中 全国有数の果物果樹地帯

○県中地区・・・商業・内陸工業地帯 交通の要衝

○県南地区・・・歴史都市 関東圏と隣接

○会津地区・・・史跡が多く存在する観光都市

○南会津地区・・・自然の宝庫

○いわき地区・・・沿岸工業地域 豊富な観光資源

○相双地区・・・震災復興のシンボル 新エネルギーの先進地

249千人

１４店舗

福島県の概況

福島県の地理的優位性

被災地区の現状

地価動向



県内経済指標

２．震災からの復興状況

○建設業

公共工事請負金額 １兆４１４億円（平成２６年）

○製造業

製造品出荷額等 ５兆９百億円 （平成２６年）

（東北１位）

○農 業

水稲収穫量 ３６万ｔ 全国５位 (平成２７年)

農業産出額 １,８３７億円 (平成２６年)

○建設業

公共工事請負金額 ２,４９１億円

○製造業

製造品出荷額等 ４兆３２百億円

（東北１位）

○農 業

水稲収穫量 ３５万ｔ（全国７位）

農業産出額 １,８５１億円

○建設業

公共工事請負金額 １,８４７億円

○製造業

製造品出荷額等 ５兆９百億円

（東北１位）

○農 業

水稲収穫量 ４４万ｔ（全国４位）

農業産出額 ２,３３０億円

産

業

○県内総生産（名目） ７兆２,７７６億円
（平成２５年）

○有効求人倍率 １．４６倍 （平成２８年３月）

○県内総生産（名目）６兆３,５７４億円

○有効求人倍率 ０．５９倍

○県内総生産（名目）６兆９,７６５億円

○有効求人倍率 ０．４２倍

経

済

○人口 １９０万人 （平成２８年４月１日）

○合計特殊出生率 １．５８ （平成２６年）

○人口 １９７万人 （平成２４年３月１日）

○合計特殊出生率 １．４８
○人口 ２０２万人 （平成２３年３月１日）

○合計特殊出生率 １．５２
人
口

足元の状況震災直後（平成２３年度）震災前（平成２２年度）

72,776
63,57469,765 68,070

6.97.1

△ 8.9

△ 1.3

0

25,000

50,000

75,000

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

△ 9.0

△ 4.0

1.0

6.0

県内総生産（名目） 経済成長率（前年度比）

3

２年連続プラス成長・震災前を上回る水準 ３年連続増加・震災前水準まで回復
東北６県で最大の出荷額

（出典：福島県「平成25年度福島県民経済計算（早期推計）」

（億円） （％）

福島県 ５．０兆円

宮城県 ３．９兆円山形県

２．５兆円

岩手県

２．２兆円

青森県
１．５兆円

秋田県
１．２兆円

（出典：経済産業省「平成２６年工業統計調査（速報）」）

製造業出荷額



58福岡5

67福島4

74兵庫3

81長野2

89新潟1

企業数都道府県名順位

清酒製造企業数

4

○全国新酒鑑評会

３年連続日本一
○清酒製造企業数 全国４位

出所：日本酒造組合中央会
出所：国税庁「清酒製造業の概況（平成２５年度）

（万人）

３．成長に向けた歩み【観光業など】

述べ宿泊者都道府県順位

９百万人新潟県15
１０百万人宮城県14
１１百万人福島県13
３０百万人北海道2
５４百万人東京都1

【平成２６年宿泊旅行統計調査・全国順位（1月～12月】

（出典：福島県「平成26年観光客入込状況」）

（平成２８年４月～６月）

○文化庁「日本遺産」に２件が認定（平成２８年４月）

会津の三十三観音めぐり
～巡礼を通して観た往時の会津の文化～

未来を拓いた「一本の水路」
ー大久保利通“最期の夢”と開拓者の軌跡 郡山・猪苗代ー

出展：文化庁

○様々なイベントで観光再生促進

史跡慧日寺跡

猪苗代湖

4,6894,831
4,445

3,521

5,717

350
318

240

132

673

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

Ｈ２２年 Ｈ２３年 Ｈ２４年 Ｈ２５年 Ｈ２６年

0

100

200

300

400

500

600

700

800

○金賞数
平成２６酒造年度 ２４銘柄
平成２５酒造年度 １７銘柄
平成２４酒造年度 ２６銘柄

（千人泊）

観光客入込数（左軸）

教育旅行宿泊者数（右軸）

震災前水準の８割まで回復

ふくしまアフターＤＣ
ふくしまプレＤＣ

（平成２６年４月～６月）

ふくしまＤＣ

（平成２７年４月～６月）

経済効果

１８０億円

（とうほう地域総合研究所調査）

ﾌｪﾙﾒｰﾙ展

出展：福島県ＨＰ
当行特別協賛

観光客入込数

ふくしまの魅力 「酒どころ ふくしま」

ふくしまアフターＤＣ（ﾃﾞｽﾃｨﾈｰｼｮﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ）開催

県内初「日本遺産」認定



5

３．成長に向けた歩み【産業振興】

○ふくしま産業復興
企業立地補助金

対象先 ４５０社

補助予定額 ２,４００億円

約５，３００人

雇用創出効果

４年連続増加・全国３位の生産県

1,245

1,089
976911

7.1

11.4
14.313.7

0

400

800

1,200

1,600

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年

△ 15

△ 5

5

15

医療機器生産額 前年比

1,245億円（全国３位）平成２５年

1,089億円（全国４位）平成２４年

976億円（全国５位）平成２３年

911億円（全国６位）平成２２年

（億円） （％）

（出典：厚生労働省「薬事工業生産動態統計」）

16
34

60 56

35 35

42 46

45
35

18

26

0

20

40

60

80

100

120

Ｈ22年 Ｈ23年 Ｈ24年 Ｈ25年 H26年 H27年

【県内工場（敷地面積1,000㎡以上） 新・増設状況】

（平成２７年１２月現在）

○工場新増設の動き

出所：福島県

増設 新設

【医療関連機器生産額 全国順位】

○産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所

提供：（独）産業技術総合研究所

○福島県が推進する福島県を新エネルギー社会の先進地とする構想

再生可能エネルギー

産総研福島再エネ研究所
福島浮体式洋上風力
重要送電線の増強支援

水素をつくる
ためる、運ぶ
使う

再生可能エネルギー
水素活用による復興
まちづくり

（件）

○浮体式洋上風力発電設備
「ふくしま未来」

提供：福島洋上風力
コンソーシアム

平成２８年４月
「スマートシティ研究棟」運用開始

水素社会 スマート事業

企業立地

医療機器生産額

福島新エネ社会構想

再生可能エネルギー



【会津地域】
○会津大学 先端ＩＣＴラボ（リクティア）
○会津若松スマートシティ

○会津電力
○会津若松ウインドファーム
○木質バイオマス発電所

【県南地域】
○西郷村太陽光発電事業
○ユーラス矢吹中島ソーラーパーク
○白河ウッドパワー

【相双地域】
○相馬港ＬＮＧ基地等整備
○浜地域農業再生研究センター
○水産種苗研究・生産施設

○南相馬ソーラーアグリパーク
○大熊町ふるさと再興メガソーラー
○いいたてまでいな太陽光発電事業
○懸の森太陽光発電所【県中地域】

○産業技術総合研究所
福島再生可能エネルギー研究所

○ふくしま医療機器開発支援センター
○三春町環境創造センター

○郡山市布引高原風力発電所
○福島空港メガソーラー
○風の谷Ｔｅｎ-ｅｉ天栄風力発電所

【いわき地域】
○石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）
○小名浜港湾機能強化事業

○浮体式洋上風力発電設備
「ふくしま未来」 「ふくしま新風」

イノベーション・コースト構想

○ロボット開発・実証拠点

○国際廃炉研究開発拠点

提供：（独）産業技術総合研究所

木質バイオマス発電所

提供：（株）グリーン発電会津

ユーラス矢吹中島ソーラーパーク

国際廃炉研究開発拠点

【県北地域】
○ふくしま国際医療科学センター
（福島県立医科大学）

出展：福島県HP

ふくしま国際医療科学センター

出展：福島県HP

6
提供：ユーラスエナジー

ホールディングス

風力発電イメージ

３．成長に向けた歩み【産業の集積状況】

エネルギー関連・医療産業・アグリビジネス・ロボット開発等、研究開発・産業創出拠点の整備が進む
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8
１０７％

１１０％

１０５％

１０６％

達成率

１８２

１７１

１００

１５９

実績

通期
平成２７年度

業績予想

当期純利益

経常利益

当期純利益

経常利益

９５

１５０単
体

１７０

１５５連
結

（単位：億円）
業績予想との対比

１．平成２７年度決算の概要

コア業務純益は資金利益の減少を主因として前年度比減少

［資金利益］ 市場金利の低下等により利回り低下し、前年度比減少

［役務取引等利益］ 生命保険や投資信託などの預かり資産収益や

法人関連収益拡大が寄与し、前年度比増加

［経費］ 人件費は人員増などにより前年度比増加

物件費は、店舗やＩＴ関連などの戦略的投資により一般物件

費が増加するも 、預金保険料減少により前年度比減少

［経常利益］ コア業務純益（営業利益）が減少するも、有価証券

関係損益の拡大が寄与し、前年度比減益幅は縮小

［当期純利益］ 法人税実効税率の引下げによる税金費用の減少

も寄与し、前年度比増益・過去最高益更新

当期純利益は過去最高益の１００億円に到達当期純利益は過去最高益の１００億円に到達

平成２７年度決算のポイント

コア業務純益（営業利益）

経常利益・当期純利益

うち投信売却益 △７９２

＋１１１１７１２８一般物件費

税金

△９２８１９預金保険料

△４１１５１１１うち有価証券利息・配当金

△７３０３２９６うち貸出金利息

うち預金等利息（－） ０１７１７

貸倒引当金戻入益（＋）

個別貸倒引当金繰入額等（－）

＋７△９△２信用コスト（与信関係費用）（－）

＋１１０

△７１０３

△５２６２１減価償却費

＋２２１４３６国債等債券損益

△８２２１４株式等関係・金銭の信託運用損益

＋２１９２１

人件費

物件費 △４１７３１６９

△１１１６６１５５税引前当期純利益

＋５８５９０役務取引等利益（手数料収支）

△１４４０２３８８資金利益

＋３１８６１８９

＋２３７８３８０経費

△２１１１１９０コア業務純益（営業利益）

＋２９８１００当期純利益

前年度比
２７年度

決算
（単位：億円）

△１４６８５４税金費用

＋４７６４４６９１経常収益（売上）

１５９

５０

４７０

△９１６８経常利益

＋１３３７有価証券関係損益

△２０４９０コア業務粗利益（粗利益）

２６年度

決算



9

２．グループ経営の強化

○平成２７年４月に関連５社の株式を追加取得し、連結子会社化（実質１００％子会社化）
（東邦リース株式会社、株式会社東邦カード、株式会社東邦クレジットサービス、東邦信用保証株式会社、東邦情報システム株式会社）

大胆なグループ資本政策の見直し

全持分をグループ内保有へ
グループ会社実質１００％子会社化

１０億円連結子会社当期純利益等

７１億円実質１００％子会社化に伴う特別利益等

１８２億円連結当期純利益

１００億円当期純利益

平成２７年度当期純利益

（億円）

44 46
62

90
98 100

1 1

1

1
1

10

0

50

100

150

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

グループ
寄与収益

単体
当期純利益

４５ ４７

６３

９１
９９

１８２

東邦情報システム株式会社

株式会社東邦カード（ＪＣＢ）

株式会社東邦クレジット

サービス（ＶＩＳＡ）

東邦信用保証株式会社

東邦銀行グループ

とうほう証券株式会社

（平成２８年４月開業）

東邦リース株式会社

株式会社とうほうスマイル

（障がい者雇用特例子会社）

公益財団法人東邦銀行教育・文化財団（文化スポーツ助成事業、奨学金事業）

一般財団法人とうほう地域総合研究所（産業・経済調査事業）

連結
当期純利益

単体・連結当期純利益の推移

７１



40,805

1,852

2,127

2,533

2,891

3,474

3,688

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

30,549

6,086

7,868

8,155

8,846
9,300

10,255

3,375

8,646

10,293

14,036

16,435 14,469

847

878

807

890

840

950

29,88228,366
25,899

23,820
21,286

2,154

2,220

2,033

1,541

1,181
1,016

2,050

2,457

1,643

1,320

974

2,737

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

10,255

28,36625,899
23,820

21,286

29,882
30,549

9,300

8,155

8,846

7,868

6,086

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

（億円）

0

10

（億円）

34,756

44,682

48,917

55,683

個人預金

公共債

投資信託

生命保険

前年度比

＋１，６２２億円
（増加率4.1％）

31,688
34,054

27,373

37,213
39,182

法人預金

個人預金

前年度比

＋２１３億円
（増加率6.2％）

60,273

３．業容関連 （１）総預かり資産の状況

総預かり資産残高【預金＋預かり資産】の推移 個人預金＋法人預金の推移

投資信託＋生命保険の残高推移

59,810

４兆円達成

１兆円達成

３兆円達成

公金預金が減少するも、個人預金・法人預金、生命保険の残高増加により、前年度比横ばい公金預金が減少するも、個人預金・法人預金、生命保険の残高増加により、前年度比横ばい

公金預金等

法人預金



6,971

6,459

15,18914,693

11,762
13,022 13,417

14,588

5,678

5,857

6,160

6,020

6,499

3,515

4,050
4,259

5,004

5,773

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

8,267

7,0377,026
6,440

7,9337,751

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

20,955

22,929
23,698

25,754

26,967

前年度比

＋1,653億円
（増加率 6.1％）

公共貸出等

個人ローン

事業性貸出

（私募債含む）

0

6,495

6,984
6,805

7,146

7,454

7,705

4,500

5,500

6,500

7,500

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

前年度比

＋３０８億円

（増加率4.3％）

（億円）

0

貸出金残高の推移 福島県内店舗事業性貸出残高の推移（私募債含む）

中小企業向け貸出残高の推移
（億円） 前年度比

＋３３４億円
（増加率4.2％）

28,620

0

事業性貸出・個人ローン・公共貸出等とも増加傾向が継続事業性貸出・個人ローン・公共貸出等とも増加傾向が継続

３．業容関連 （２）貸出金の状況

※交付税向け貸出は除く 11



518

499

473

478

518

548

6,422

5,981

5,160

5,358

5,547

5,682

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３ 12

103
109123144

115 123

373
375

374364

425
402

0

100

200

300

400

500

600

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

518
498

473 478

518

1,005

845

730

640
612

0

200

400

600

800

1,000

1,200

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

オート・
教育ローン等

カードローン

個人ローン残高の推移

6,020

5,857

うち住宅ﾛｰﾝ

前年度比

＋４４１億円
（増加率+7.4％）

一般個人ローン残高の推移
（億円）

アパートローン残高の推移

6,499

0

548

前年度比

＋３０億円

（増加率+5.8％）

前年度比

＋１６５億円

（増加率+16.4％）

前年度比
＋４７１億円
（増加率+７．３％ ）

5,678

6,160

6,971

1,170

住宅ローン・一般個人ローン・アパートローンともに着実に増加住宅ローン・一般個人ローン・アパートローンともに着実に増加

一般個人ﾛｰﾝ

３．業容関連 （３）個人ローンの状況



3.95
3.713.76

3.87 3.97

3.55

3.68
3.51

3.30 3.25

0.48 0.48

0.88

0.79

0.70 0.69
0.65

0.60

0.53
0.50

0

2

4

6

8

２３/上 ２３/下 ２４/上 ２４/下 ２５/上 ２５/下 ２６/上 ２６/下 ２７/上 ２７/下

0.0

0.3

0.6

0.9

1.2

円建債券平均運用期間(左軸）
円建債券平均利回り（右軸）

5,578
6,466 6,645 6,228

7,605
6,579

925

1,273
1,998 2,522

2,648

2,321
1,918

2,221

3,178 3,281

3,909

3,713

329

327

368
405

470

783

875

1,217

1,935

2,405

2,317489

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

（％）

13

前年度比
△１，６５６億円（減少率△9.7％ ）

※平均運用期間はアセットスワップ考慮後

（ご参考）運用期間４年の国債利回り△０．２６５％（平成２８年３月末）

有価証券の構成推移 円建債券平均運用期間・利回りの状況

（年）

9,535

11,164

13,409

14,913
その他

株式

社債

地方債

国債

17,059

15,402

投資環境や市場動向に対応し効率的な資金運用に努めた結果、有価証券残高は前年度比減少投資環境や市場動向に対応し効率的な資金運用に努めた結果、有価証券残高は前年度比減少

３．業容関連 （４）有価証券の状況



-0.07%

0.03%
0.03%

0.10%
0.05%0.06%

0.03%

1.14%
1.20%

1.33%

1.70%

1.07%

1.49%

1.04%

0.89%
0.76% 0.73%

0.70%
0.68%

0.63%

0.56%

0.98%

1.25%

0.37%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

貸出金利回

353 337 326
304 304 296

97
95

93
102 115

111

32 23 19 17 17 17

２３／３ ２４／３ ２５／３ ２６／３ ２７／３ ２８／３

（単位：億円）

有価証券利回

預金等利回

有価証券利息

（うち投信売却益）

貸出金利息

預金等利息

416 408
399 391

402 388

資金利益

0

300

200

100

400

貸出金残高増加や有価証券の効率的な運用に努めるも、運用利回りの低下等を背景に前年度比１４億円減少貸出金残高増加や有価証券の効率的な運用に努めるも、運用利回りの低下等を背景に前年度比１４億円減少

資金利益内訳 利回りの推移

＜参考＞
10年国債利回

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

（1）
（9）

（2）

４．収益関連 （１）資金利益の状況

※１０年国債利回は、各末日の利回

14



12 11 11 10 10 11

36 35 36 35 35 36

17 17 17 18 18 18

9 9 10 14 13 13
2 1 2

3 3
56 8

9
10 12

1317 19
22

33
43

47

0

40

80

120

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

419 500
716 810 876

616

406
444

347

321

246
303

267
291

307

202
225

247

0

200

400

600

800

1,000

1,200

２３／３ ２４／３ ２５／３ ２６／３ ２７／３ ２８/３

100

200

300

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ
手数料
（左軸）

その他
手数料
（左軸）

（億円）

預かり資産

クレジットカード

（Ａｌｗａｙｓ）

8 11 14

23
31

35

9

10
9

1
1

1

1

7
6

7

2
1

0

10

20

30

40

50

２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

15

生命保険

17 19
22

33
投資信託

（百万円）
（千会員）

会員数（右軸） 1,320

803

937

1,063

法人関連

ＡＴＭ関連

決済関連

為替関連

その他

1,216

665

138
43

その他

127

110

103102

役務取引等収益（収入）の推移 預かり資産役務収益（収入）の推移

クレジットカード（Alwaysｶｰﾄﾞ）関連収入の推移

146
4７前年度比

＋８億円
（増加率+5．9％ ）

預かり資産、法人関連手数料、クレジットカード手数料等の増加により、前年度比８億円増収預かり資産、法人関連手数料、クレジットカード手数料等の増加により、前年度比８億円増収

４．収益関連 （２）役務取引等収益（手数料収入）の状況



△ 2△ 9

5

58

31

-30

20

70

23/3 24/3 25/3 26/3 27/3 28/3

495

29 27 10 20 21

444 412
302

378 360
277 233 204

506

209
202

246
210

155

139
133

118

810 10

871

0

500

1,000

1,500

2,000

１４/３ ２１/３ ２２/３ ２３/３ ２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

（億円）

1,873（ピーク時）

682

1.11

1.39
1.59

2.14

2.482.58

1.30

0.86

1.10

1.80
2.022.01

0.5

1.5

2.5

23/3 24/3 25/3 26/3 27/3 28/3

金融再生法開示債権比率

仮に部分直接償却した場合

（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金の計上ではなく、
貸倒償却として債権額から直接減額すること。

377

642

537

正常債権 29,390億円

（９８．８８％）

金融再生法開示債権 ３３１億円 （1.11％)

地銀トップクラスの

低水準

559
609

３３１
427

破産更正債権等

危険債権

要管理債権

金融再生法開示債権の推移

信用コストの推移

金融再生法開示債権比率の推移

金融再生法開示債権比率

10.35％

仮に部分直接償却した場合

9.08％

（ピーク時：14年3月）

（億円） ３５８億円

（ピーク時：13年3月）

０

２５

５０

16

金融再生法開示債権比率は、１．１１％まで低下（部分直接償却を実施した場合は０．８６％） いずれも地銀トップクラスの低水準金融再生法開示債権比率は、１．１１％まで低下（部分直接償却を実施した場合は０．８６％） いずれも地銀トップクラスの低水準

５．経営体質 （１）貸出資産の質



自己資本比率は、規制の水準（国内基準行は４％以上）を十分上回る

（億円）

自己資本比率の推移 自己資本および総資産等の推移

10.10% 10.11%

10.48%

11.14%

10.72%

10.93%

9.71%

10.08%

10.44%

11.09%

10.67%
10.88%

7%

8%

9%

10%

11%

12%

２３/３末 ２４/３末 ２５/３末 ２６/３末 ２７/３末 ２８/３末

連結 単体

９．７１％

１９,６１６

１,９０５

28／3末

１０．０８％

１８,４６６

１,８６２

27／3末

△０．３７％

＋１,１５０

＋４３

増減

自己資本比率（Ａ／Ｂ）

総資産等 （Ｂ）

自己資本 （Ａ）

単 体

連 結

１０．１１％

１９,５８７

１,９８０

28／3末

１０．１０％

１８,４８７

１,８６８

27／3末

＋０．０１％

＋１,０９９

＋１１２

増減

自己資本比率（Ａ／Ｂ）

総資産等 （Ｂ）

自己資本 （Ａ）

（億円）

０

旧基準

バーゼルⅡ

ベース

大胆なグループ資本政策

見直し効果

（５社の連結子会社化）

17

新基準

バーゼルⅢ

ベース

５．経営体質 （２）経営の健全性



６．株主の皆さまへ

18

3 3 3 3.25 3.25 3.25 3.5 3.75 4

3.0 3
3.5 3.25 3.25 3.25

4
4.25 4

0.5

0.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（円）

創立７０周年記念配当

創立７５周年記念配当
前年度比５０銭増配方針

［定期預金金利優遇］（預入金額 １０万円以上３００万円以内）

１年もの定期預金 金利上乗せ

6.0 6.0
6.5 6.5

7.0
6.5

7.5
8.0

■中間配当 ■期末配当

［投資信託手数料優遇］ （購入金額１２０万円まで）

通常申込手数料無料

長期・大口保有株主さまへのご優待内容を拡充

8.5

１株あたり配当金 株主優待制度

保有株式数１，０００株以上のすべての株主さま

1,000株以上
5,000株未満

5,000株以上
10,000株未満

5,000円

相当

3,000円

相当

1,000円

ｷﾞﾌﾄｶｰﾄﾞ

8,000円

相当

5,000円

相当

2,000円

ｷﾞﾌﾄｶｰﾄﾞ

10,000円

相当

５年以上

8,000円

相当

1年以上1年未満

3,000円

ｷﾞﾌﾄｶｰﾄﾞ

保有期間

10,000株以上

保
有
株
数

以下の２つのカタログから１品を選択

［カタログⅠ］『ふくしまからの贈り物』

①「福島県宿泊施設ご優待券」、②「福島県の特産品」から選択

［カタログⅡ］『ＴＳＵＢＡＳＡプロジェクト連携企画特産品コース』

千葉銀行（千葉）、伊予銀行（愛媛）、中国銀行（岡山）、

第四銀行（新潟）の地場特産品から選択

内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、業績の成果に応じ弾力的に株主の皆さまへ利益を還元

平成２７年度は創立７５周年記念配当５０銭増配し、１株あたり年間８．５円配当

内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、業績の成果に応じ弾力的に株主の皆さまへ利益を還元

平成２７年度は創立７５周年記念配当５０銭増配し、１株あたり年間８．５円配当
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Ⅲ．平成２７年度の主な取組み



「とうほう“サミット”プラン」「とうほう“サミット”プラン」 ～裾野を広く・山を高く～～裾野を広く・山を高く～

計画期間：平成２７年度～平成２９年度（３年間）計画期間：平成２７年度～平成２９年度（３年間）
メインテーマ

Ⅱ．お客さまから選ばれる

銀行づくり

Ⅱ．お客さまから選ばれる

銀行づくり
Ⅰ．ふくしまの

“復興から成長”への貢献

Ⅰ．ふくしまの
“復興から成長”への貢献

Ⅲ．持続可能な企業体質

の確立

Ⅲ．持続可能な企業体質

の確立

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く長 期 目 標

８．７８%

１０．０８%

５．５２%

９８億円

平成26年度
実績

９．７１%自己資本比率

８．６２%

５．２８%

１００億円

平成27年度
実績

項 目

自己資本利益率（ＲＯＥ）

当期純利益

中核的自己資本比率 （※）

１０%台

９%台

６%台

１２５億円

平成29年度
（中計最終年度目標）

１５０億円

平成33年度
（長期目標）

（※）中核的自己資本は、自己資本から劣後調達を控除したもの

１．中期経営計画の進捗状況

Ｒ

20

対外公表計数の進捗状況

基本方針



21

２．ふくしまの“復興から成長”への貢献

（１）地域の創生・発展への積極的な参画

総勢２５０名参加

【主な参加者】

福島県ゆかりの経済人

県知事および各市町村長

商工会議所会頭など

とうほう・地方創生

結婚応援プロジェクト
県内自治体さまのニーズに応じた

オリジナル提案書を作成
マリッジパートナーズと連携し、

婚活イベントを開催

県内自治体の「地方版総合戦略」策定・推進をサポート

福島県内各地の逸品【全５４商品の
通販カタログを企画
平成２８年２月より販売開始

○復興応援「とうほう次世代経営者倶楽部」

○「とうほう次世代経営塾」
（１期～３期）

累計８２名

（うち女性１１名）

創業期・成長分野などに取組まれているお客さま

「とうほう・ふるさと総活躍応援ﾌｧﾝﾄﾞ」

出資 出資・運営

株式引受・社債引受

当行：９億９千万円 東邦リース
山田ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ：１千万円

出資総額１０億円

会 員 数

塾 生

平成28年2月2日 於：帝国ホテル

地方創生への取組み

第２号ファンド「とうほう・ふるさと総活躍応援ファンド」

＜地方創生＞一市一町一村わがまちの逸品

ふるさと応援「在京福島県経済人の集い」の開催

次世代経営者の支援

地方創生プロジェクト

第１号ファンド「とうほう・次世代創業支援ファンド」

○総投資額１０億円 投資終了

宮城県内（４先）

アパレル、アプリ開発

太陽光発電、再エネコンサル

植物工場、医療品開発

アニメ制作、ロボット開発

Webサービス品質検証

クリーニング業、植物工場

IT・ものづくり企画

衣料品関連

福島県内（９先）

７９１名
（うち女性２９名）

「次世代地域航空ネットワーク検討協議会」への参画

○活動目的
国内初のジェット旅客機MRJ（三菱
ﾘｰｼﾞｮﾅﾙｼﾞｪｯﾄ）によるアジアを含む
地域間航空ネットワークを拡充

国内外から地元へ観光客を呼び込み

地方銀行

「初」

平成28年1月21日
於：郡山ﾋﾞｭｰﾎﾃﾙｱﾈｯｸｽ
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「ふくしまの酒」をＰＲ

福島県酒造協同

組合と連携し開催

（平成２８年４月）

県内産品の販売支援を目的とした

通販事業の企画・協賛

【平成２８年３月末までの累計】

累計販売個数：１５０千個

累計販売金額：５２０百万円

Ｍｆａｉｒバンコク2015ものづくり商談会

お取引先 ６社出展

（平成２７年６月）

ＦＢＣ上海2015ものづくり商談会

お取引先 ６社出展

（平成２７年９月）

県内最大規模の食の展示・個別商談会
参加企業 約１８０社

（平成２７年１１月）

於：バンコク国際貿易展示場於：ビッグパレットふくしま 於：上海世貿商城

２．ふくしまの“復興から成長”への貢献

（２）お取引先の販路拡大支援

於：東京丸の内「丸ビル」

「ふるさと応援！ふくしま酒まつり」 復興支援通販事業の企画・実施

食の商談会 ふくしまフードフェア 海外商談会の開催
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【アメリカ合衆国】

千葉銀行ニューヨーク支店

行員派遣中（１名）

【韓国】

SBJ銀行（新韓銀行グループ）

【中 国】

中国工商銀行

福島県上海事務所

行員派遣中（１名）

【インド】

インドステイト銀行

【フィリピン】

メトロポリタン銀行

【インドネシア】

バンクネガラインドネシア

【台湾】

中國信託ホールディング

【ベトナム】

ベトコム銀行

【タイ】

カシコン銀行

行員派遣中（１名）
【シンガポール】
三菱東京ＵＦＪ銀行
シンガポール支店

行員派遣中 （１名）

２．ふくしまの“復興から成長”への貢献

（３）多様な資金ニーズへの対応と海外マーケットへの進出支援

日本酒・塩麹

焼そば

ミュージアムパス等

にんじんジュース

花粉対策茶

コシヒカリ

コシヒカリ

大堀相馬焼の茶碗

商品ファンド名

自然郷再生ファンド

福島浪江町なみえ焼きそばファンド

ガイナックスアニメファンド

雪中にんじんジュースファンド

花粉対策茶ファンド

あいづ農園特別栽培米コシヒカリファンド

福島本宮コシヒカリファンド2015
福島浪江町大堀相馬焼復興ファンド

※クラウドファンディング
資金を必要とする事業者がＷＥＢ上で個人から小口の出資を募る仕組み。

○販路拡大、事業拡大支援に対するコンサルティング機能の提供

○商流にわたるファイナンス機能等の提供

○震災関連制度資金の実行額累計

５,６００件 ／ １,２５０億円
（平成28年3月末）

192

437
618111

304

212

0

100

200

300

400

500

600

700

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

0

50

100

150

200

250

300

350

６１８億円３０４件

太陽光

風力

水力

バイオマス

累 計
実行金額

累 計
実行件数

種 類

【融資件数・金額の推移】

融資件数

融資金額

（億円） （件）

【会計・税務・コンサル】
有限責任監査法人トーマツ
ﾃﾞﾛｲﾄ・ﾄｰﾏﾂﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ・
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

【国際物流】
日本通運

【貿易保険】
日本貿易保険（NEXI）

【ハラル認証取得支援】
ハラル・ジャパン協会

【海外情報提供・コンサル】

大和証券
【海外リスクコンサル】
東京海上日動火災保険
三井住友海上火災保険
損害保険ジャパン

【海外セキュリティー対策】
ALSOK福島綜合警備保障
セコム

（平成２８年３月末現在）

復興資金の提供

クラウドファンディングの活用による取引先支援

再生可能エネルギー分野への積極的な関与

株式会社ＧＬコネクトとの資本提携実施
（伊藤忠商事１００％子会社）

海外銀行や各種専門家と積極的に業務提携を実施



２．ふくしまの“復興から成長”への貢献

（４）経営課題提案型営業・事業再生支援

24

○営業店と本部が連携し課題解決に向けたサポートを実施

○外部専門機関と連携し、個社毎のサポート体制を構築

323

平成26年度

280

平成25年度

357264対応先数

平成27年度平成24年度

○Ｍ＆Ａ関連業務の実績

70

平成26年度

57

平成25年度

6259相談対応件数

平成27年度平成24年度

○後継者への事業の円滑な承継を支援する目的で
りそな銀行の「自社株承継信託」取扱いを開始

【Ｍ&Ａ】

企業や事業の譲渡・

合併・買収等の総称

復興支援ファンド 出資合計実績：１４件／３７億円

債権買取支援 実績：５８件／４３億円

支援決定

買取決定済

３１件東日本大震災事業者再生支援機構

２７件福島産業復興機構

事業再生支援の実績 （先、人、億円）

○地域経済活性化支援機構

○福島県中小企業再生支援協議会

○福島産業復興機構

○東日本大震災事業者再生支援機構

○個人版私的整理ガイドライン運営委員会

＜主な連携外部機関＞

○ふくしま応援ファンド ファンド総額５０億円
○東日本大震災中小企業復興支援ファンド ファンド総額９２億円
○ふくしま復興・成長支援ファンド ファンド総額５０億円

７５８６，４８２４５合計

２０８１，６２２５法的再生

３０３２，４３３２４その他私的再生

１１４１，４１１３地域経済活性化支援機構

１３３１，０１６１３支援協議会

融資額従業員数企業数

○日本Ｍ＆Ａセンター主催「バンクオブザイヤー表彰」

平成２６年 “バンクオブザイヤー”（最高賞）を受賞

平成２７年 “ディールオブザイヤー”と“特別賞”をダブル受賞
（成約案件優秀賞）

（地銀６２行加盟）

円滑な事業承継支援の取組み

Ｍ＆Ａ業務の取組み

「自社株承継信託」の取扱い開始 東北地銀

「初」

復興支援・事業再生支援の取組み
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誕生～若年層 現役層 シニア層

「あつまれ 元気なふくしまっ子！」 教育資金専用口座「未来・ふくしまっ子」 相続専用定期預金「とうほう・想いのかけはし」

38,294

53,725

22,749

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

２６/３ ２７/３ ２８/３

（件）

4,508

2,392
1,560

226

687

486

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

２６/３ ２７/３ ２８/３

0

100

200

300

400

500

600

700

（百万円）

口座件数

残高

（件）

8,730

5,217

1,642

674

383

98

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２６/３ ２７/３ ２８/３

0

100

200

300

400

500

600

700
（百万円） （件）

口座件数

残高

○お客さまとのお取引の基礎となる給与振込口座・年金振込口座

ご指定を推進

4,826
4,906

4,953
5,042

5,106

4,000

4,500

5,000

２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

959

1,002

1,069
1,084

1,103

700

800

900

1,000

1,100

1,200

２４/３ ２５/３ ２６/３ ２７/３ ２８/３

【給与振込年度合計件数推移】 【年金振込年度合計件数推移】（千件） （千件）

３０万会員到達
（平成２７年９月２５日）

東北地銀初

３．お客さまから選ばれる銀行づくり

（１）個人のお客さまに向けた取組み

○利用代金を口座から即時決済

○国内外問わずＪＣＢ加盟店で利用可能

ＩＣキャッシュ＆クレジット一体型カード

デビットカード＜ＪＣＢ＞（平成２８年６月取扱開始）東北地銀初

「赤ちゃん世代」から「シニア世代」まで、ライフサイクルに応じて多様なニーズに対応した商品をご提案

集まる預金の仕組みづくり 東邦Ａｌｗａｙｓカード（銀行本体発行）



26

【店舗一覧】

○ローンプラザ福島支店○八山田支店

○滝沢支店○新白河支店○いわき鹿島支店

91.5

72.4

62.2

28.7

24,625

19,124

22,545

20,053

0

30

60

90

Ｈ２６/９ Ｈ２７/３ Ｈ２７/９ Ｈ２８/３

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（件）（億円） 口座数

残高 東北・北海道地区

「初」の地銀系証券

福島支店
（東邦銀行本店営業部内）

会津支店
（東邦銀行会津支店内）

郡山支店
（東邦銀行郡山営業部内）

いわき支店
（東邦銀行いわき営業部内）

原町営業所
（南相馬市内）

○お客さまの様々な

資産運用ニーズに

ワンストップで対応

３．お客さまから選ばれる銀行づくり

（２）資産運用のお手伝い

○「ほけんの相談窓口」専用商品

○治療費が高額になりがちなペットの医療に

関するニーズにお応えする商品

「どうぶつ健保ふぁみりぃ」

○ジュニアＮＩＳＡの取扱開始

平成２８年４月５日 福島支店ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｾﾚﾓﾆｰ

ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度） とうほう証券株式会社の開業

「ほけんの相談窓口」

ペット保険の取扱い開始
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○ＴＯＨＯスマートネクストの「ＷＥＢ契約」取扱開始（平成２７年１０月～）
○ＡＴＭカードローン

○「東邦スーパー住宅ローンプラス７」

住宅資金のほか最大７００万円まで

教育資金・マイカー資金などおとりまとめが可能

【フリーローン】
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3,508
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8

10

（億円）

0

【住宅ローン】

女性のお客さまの“なりたい夢”の

お手伝い

○レディース住宅ローン「きらら」

○輝く女性のフリーローン「キララ」

３．お客さまから選ばれる銀行づくり

（３）個人のお客さま向けローンの取組み

ローンプラザ福島

会津ローンセンター

八山田ローンセンター

郡山ローンセンター

ローンプラザ須賀川

白河ローンセンター

いわき平ローンセンター

いわき鹿島ローンセンター

仙台ローンセンター

名取ローンセンター

宮城県内

（店舗）
店舗数

残高

1,476

978

485

2,009

11,526

4,425

7,127

9,418
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【非対面（ＷＥＢおよびＡＴＭ）ローン実績】（百万円） （件）

ローン専門店の体制（福島県内８カ店・宮城県内２カ店） 非対面チャネルによるローン申込み

ローン専門店数・個人ローン残高推移 住宅ローンの推進

女性のお客さま向けローン商品



【店舗再開オープン】

楢葉支店（２８年４月）

【店舗再開オープン】

楢葉支店（２８年４月）

＜土・日営業実施店舗＞

○八山田支店 ○北福島支店 ○郡山東支店

○谷川瀬支店 ○いわき鹿島支店 ○滝沢支店

【新店舗オープン】

滝沢支店（27年10月）

【新店舗オープン】

滝沢支店（27年10月）

山形県【店舗新設】

米沢支店 （２８年４月）
仮店舗オープン

山形県【店舗新設】

米沢支店 （２８年４月）
仮店舗オープン

ますます便利に！

○避難されているお客さまへ利便性提供

○不測の事態にも金融サービスを

提供できる体制整備

３．お客さまから選ばれる銀行づくり

（４）店舗・チャネル戦略
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５年ぶりの再開

山形県へ２０年ぶりの出店

11：00
～13：00

10：30
～13：30

10：30
～13：30

10：00
～14：00

営業時間

南相馬市

小高地区
富岡町富岡町

いわき

ﾆｭｰﾀｳﾝ
営業ポイント

金木火月

宮城県【店舗新設】

名取支店 （２７年７月）

宮城県【店舗新設】

名取支店 （２７年７月）

宮城県内３店舗目の出店

会津地区初休日営業店舗

【営業体制（平成２８年５月中旬より）】

店舗戦略（平成２７年度の取組み） 東邦銀行ならではのＡＴＭサービス

移動店舗車「とうほう・みんなの移動店舗」
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３．お客さまから選ばれる銀行づくり

（５）お客さま満足度（ＣＳ）向上への取組み

○銀行リテール力調査

総合ランキング １１７行中で 全国１２位

佐賀銀行225.5１５

池田泉州銀行226.0１４

中国銀行228.6１３

東邦銀行229.7１２

みずほ銀行241.4５

スルガ銀行242.2４

イオン銀行244.2３

三井住友銀行248.2２

新生銀行249.7１

銀行名
総合得点

（300点満点）
順位

○窓口担当者の声を

明瞭にし、聴く側の

聴こえを支援する機器

平成２８年１０月までに

全店配置予定

全店配置

東北地銀「初」

こんにちは！

ペッパーです！

【配属店】
本店営業部・郡山営業部
会津支店・いわき営業部
名取支店

＜勤務内容＞

お客さまへのご挨拶

各種商品、キャンペーン等のご案内

県内金融機関「初」

○金融機関ランキング調査
顧客満足度地方ランキング 北海道・東北地銀第１位

○システムサイズアップ

○表示内容追加

地域別・営業店別情報の表示

動画ニュース

ＣＳＲ情報

お客さま満足度向上への取組みの評価 卓上型対話支援システム「ＣＯＭＵＯＯＮ（コミューン）」

大型ディスプレイシステムの機能向上

人型ロボット「Ｐｅｐｐｅｒ（ペッパー）」

（出所：日本経済新聞社）

店舗環境・接遇、接客スキル
商品説明、電話応対、商品充実度など
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４．持続可能な企業体質の確立

（１）地方銀行連携・フィンテック分野への取組み

ＴＳＵＢＡＳＡ金融システム
高度化アライアンス

○家計簿アプリサービスの共同開発

○法人向け経営支援サービスを基盤とした与信
モデル構築の協業

ＦｉｎＴｅｃｈ（フィンテック）とは「Ｆｉｎａｎｃｅ」と「Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」の２つを
併せた 「ＩＴ技術を活用した金融サービス」

共同出資会社設立
（平成２８年７月予定）

フィンテックを活用した新たな

ビジネスモデルを共同で検討

ＴＳＵＢＡＳＡ金融システム高度化アライアンスへの参加

株式会社マネーフォワードとの資本業務提携・出資



【主な派遣実績】

○派遣数は地方銀行トップクラス 毎年２００名以上派遣

○地銀協海外研修などの、
各種海外研修等に派遣（東南アジア・米国・ヨーロッパ）

平成２７年度 派遣実績

○地方銀行協会研修・留学 ○大手シンクタンク

○メガバンク等金融機関 ○大手税理士法人

○大手証券会社 ○大手監査法人

○大手不動産会社 ○国、県、市などの官公庁

○大手商社 ○大学院、ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ

○大手Ｍ＆Ａ仲介会社 ○官民ファンド

○大手再生可能エネルギー関連事業会社 他

５名

２０名

１７０名

○自宅のパソコンで

在宅による自己啓発

業務知識の習得

○米国（ワシントン・ニューヨーク）への派遣を
毎年継続実施

平成１８～２７年度累計 派遣実績

○平成２７年４月にベトナムへの派遣を
初開催

第１回派遣者

○平成２８年２月に
東南アジア（タイ・シンガポール）への
派遣を初開催

１５名

当行独自
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４．持続可能な企業体質の確立

（２）人材育成への取組み

第１回派遣者

「模擬店舗」
窓口業務を実際の設備で

学ぶことができる施設

東北地銀初

研修所「とうほう庭坂キャンパス」全面リニューアル 行外研修派遣

海外研修派遣

ｅラーニングシステム「とうほうホームラーニング」



６０歳から６５歳まで

◆毎日勤務、ポスト職への登用

６５歳から７０歳まで

◆「シニアサポーター」として活躍
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業務効率の上がる

労働時間の“朝型シフト”

独自の休暇

“イクまご休暇”
毎朝６：３０から勤務可能

全国初

ベテラン、シニアの活躍支援

「朝型勤務」の実施

○孫のための育児休暇制度

○働く親世代を支援する取組み

４．持続可能な企業体質の確立

（３）多様な働き方の推進と働きがいの向上

職員向け保育施設

“とうほう・みんなの
キッズらんど郡山”

当行２カ所目

“イクボス企業同盟”

県内初

○ワーク・ライフ・バランスを
応援する上司を養成する
企業ネットワークに加盟

パートタイム労働者（パートナー）の活躍支援

厚生労働省

「パートタイム労働者活躍推進企業表彰・奨励賞」受賞

１０名取得
（うち男性１名）

利用者数（福島・郡山）

計３１名 １６名

○計画期間
平成２８年４月１日～平成３２年３月３１日

○目標
全役席者に占める女性の割合 ２０％以上
女性総合職の平均勤続年数 １５年以上

１８名

（平成２８年３月３１日現在）

（平成２８年４月１日現在）

（平成２８年３月３１日現在）

【主な取組み】

「パートナー支援室」の設置

客観的な評価の実施

積極的な行員・嘱託への登用

女性活躍推進法に基づく行動計画の策定

「仕事と家庭の両立」支援体制の拡充

女性の活躍推進

「多様な働き方（ダイバーシティ）」の支援



【陸上競技部】

【野球部】

「陸上競技部」「野球部」をはじめ「吹奏楽部」「合唱部」など１５クラブ総勢３００名が活動中
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県早起き野球大会
史上初４連覇達成

○研修や野球部など行内

クラブ活動時に活躍

○災害時の人員・物資輸送等

にも活用

「とうほう・みんなのドリーム号」

陸上世界選手権

女子1,600ｍリレー

日本代表に２名が選出

4×200ｍリレーの

日本新記録を樹立

（３０年ぶりの更新）

全日本実業団

女子総合５連覇達成

日本パラ陸上競技選手権

女子100ｍ・200ｍで優勝

（視覚障害Ｔ13クラス）

200ｍでは日本記録を更新

シーガルテニスクラブ ランナーズクラブ

合唱部 そば打ちクラブ

ＴＯＨＯカルテット 吹奏楽部

４．持続可能な企業体質の確立

（４）活発なクラブ活動



○県内の高校生を対象に金融経済

の仕組みを楽しく理解してもらう

ことを目的に開催

○平成２４年度以降

８７チーム１７４名参加

○子どもたちに「お金の使い方」「銀行業務」

について理解を深めることを目的に開催

○平成２１年度より実施

している役職員や家族

による植林活動
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○東邦銀行グループ障がい者雇用

総数 ６３名 （平成２８年４月１日現在）

株式会社 とうほうスマイル 「スチューデントシティ・いわき」

とうほう・みんなの森づくり

○小学生を対象とした擬似体験施設

○当行は金融機関として唯一出展

これまでの助成実績

助成先 約８００団体

助成総額 約１億円

これまでの給付実績

奨学生 約４５０名

給付総額 約２億６千万円

文化・スポーツ活動助成事業 奨学金事業

名称 「とうほう・みんなの文化センター」
期間 平成２８年４月～平成３３年３月

とうほう親子金融教室

エコノミクス甲子園福島大会

４．持続可能な企業体質の確立

（５）地域貢献活動（ＣＳＲ）の取組み

東北・北海道地区の地銀「初」の

ハンディキャップを持つ社員が中心

となる特例子会社

名称 「とうほう・みんなのスタジアム」
期間 平成２５年５月～平成３０年３月

スポーツ活動振興

文化活動振興

チャレンジド（障がい者）雇用への取組み

（公財）東邦銀行教育・文化財団による助成・奨学金事業

ネーミングライツ（命名権）の取得

金融経済教育の推進

環境保全活動

「障害者雇用促進法」

法定雇用率２％超の水準



＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

本資料には、将来の業績に係る記述が

含まれておりますが、こうした記述は、

将来の業績を保証するものではありません。

将来の業績は、経営環境等の変化等に

より異なる可能性がありますのでご留意

ください。


